
10

3

1

4

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 老人保護措置費

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 30,164 32,459 29,827 29,827 ▲ 337

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 7,443 7,444 8,290 8,290 847

一般財源 22,721 25,015 21,537 21,537 ▲ 1,184

事業
概要

身体上、精神上、環境上に問題があり、経済的にも困窮している者で、家庭で
生活する事が困難な高齢者を施設に措置して必要な養護を提供し、健康で安
心した生活が送れるように支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

在宅生活が困難な高齢者を養護老人ホーム、特別養護老人ホーム等の施設
に措置して必要に応じた養護を提供し、健康で安心した生活が送れるように支
援する。

その他

現状と
背景

一人暮らし高齢者が高齢者が増加しており、近隣に身寄りがなく、入院後の在
宅生活が困難になり入所申請されるケースが多い。
また、高齢者虐待の対応として措置するケースも増えてきている。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 敬老事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 803 788 788 788 ▲ 15

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 803 788 788 788 ▲ 15

事業
概要

市政発展に寄与された高齢者を敬うために各地区で敬老会を開催する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

年度内100歳到達者、市内最高齢者、地区最高齢者及び８８歳到達者に対し
祝金、記念品を贈る。

その他

市内最高齢者、地区最高齢者及び８８
歳到達者に祝金、記念品の贈呈に関
する業務を平成２４年度まで境港市社
会福祉協議会に委託していたが、平成
２５年度から市で実施。
100歳到達者への記念品は平成２３年
度から伯州綿の膝掛けを贈呈。

現状と
背景

高齢者人口の増加に伴い、対象者の増加が見込まれる。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者クラブ補助金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 3,980 4,023 4,023 4,023 43

財
源
内
訳

国 0

県 2,398 2,426 2,426 2,426 28

市債 0

その他 0

一般財源 1,582 1,597 1,597 1,597 15

事業
概要

単位高齢者クラブ、ことぶきクラブ連合会に対して助成を行い、地域の活性化
を図り、高齢者の生きがいや健康づくりを推進する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

高齢者が、経験と知識を活かし社会奉仕活動または創造的活動等に参加する
事により、生きがいを高め、生活を健康で豊かなものにする。

その他

現状と
背景

単位クラブにおいて新規会員の加入促進に取り組んでいる。高齢者人口が増加する
なかで高齢者が地域で生きがいを持って生活することは、介護予防の観点からも重要
であり、老人クラブの活動と役割がますます期待される。

平成27年度　クラブ数　　35クラブ
　　　　　　会員数　　　2,647人（平成27年4月現在）
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 金婚・ダイヤモンド婚記念事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 558 573 573 573 15

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 558 573 573 573 15

事業
概要

長らく、市政の発展に寄与された高齢者夫婦を称える事業。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

金婚・ダイヤモンド婚を祝い、長寿を願う。

その他
対象：ダイヤモンド婚　婚姻60周年、金
婚　婚姻50周年

現状と
背景

高齢化率の上昇により対象者が増加している。
平成27年度　ダイヤモンド婚17組、金婚42組
平成26年度　ダイヤモンド婚22組、金婚41組
平成25年度　ダイヤモンド婚21組、金婚37組
平成24年度　ダイヤモンド婚30組、金婚43組
平成23年度　ダイヤモンド婚24組、金婚32組
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 老人福祉センター運営事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 6,340 8,340 6,340 6,340 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 10 10 10 10 0

一般財源 6,330 8,330 6,330 6,330 0

事業
概要

高齢者の健康増進、レクリエーション等の便宜を提供する老人福祉センターの
管理運営を指定管理者に委託する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

老人福祉センターの管理運営を指定管理者に委託し、高齢者福祉の増進を
図る。

その他

指定管理者である境港市老人福祉セ
ンター管理運営受託協議会では「浜の
里まつり」などを開催し利用者の増加
を図っている。現状と

背景
平成19年7月から指定管理者制度に移行。指定管理者は境港市老人福祉セ
ンター管理運営受託協議会。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者住宅改良事業補助金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,132 2,132 2,132 2,132 0

財
源
内
訳

国 0

県 1,066 1,066 1,066 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,066 2,132 1,066 1,066 0

事業
概要

介護保険の認定を受けた市民税非課税世帯の高齢者が住宅の改良を行った
ときに、５３３，０００円を上限に、工事費用の３分の２の額を助成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

住み慣れた自宅で生活を継続することができるように、段差の解消や手すりの
取り付けなどに要する費用の一部を助成する。

その他

現状と
背景

平成２３年度実績  ４件
平成２４年度実績　７件
平成２５年度実績　３件
平成２６年度実績　３件
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者鍼・灸・マッサージ施術費助成事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 163 151 151 151 ▲ 12

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 95 ▲ 95

一般財源 68 151 151 151 83

事業
概要

70歳以上の市民税非課税世帯に属する高齢者に、鍼・灸・マッサージ施術費
の一部を助成する。主な経費としては、施術費の助成券の印刷代、施術費の
助成費用である。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

70歳以上の市民税非課税世帯の方に対して施術費用を助成し、健康で快適
な在宅生活が送れるよう支援する。

その他
年間12枚を限度に1回900円の助成券
を発行。

現状と
背景

平成26年度　交付者24人　利用枚数123枚
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計繰出金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 67 58 59 59 ▲ 8

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 67 58 59 59 ▲ 8

事業
概要

60歳以上の高齢者と同居されている方が、高齢者のための居室や浴室、トイレ
等を増築・改築するための資金を貸し付けるための特別会計への運営資金を
繰り出す。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

60歳以上の高齢者と同居されている方が、高齢者のための居室や浴室、トイレ
等を増築・改築するための資金を貸し付けるための特別会計への運営資金を
繰り出す。

その他

現状と
背景

・貸付実績
　平成26年度  0件
　平成25年度  0件
　平成24年度　1件
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 社会福祉法人施設建設費等補助金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 6,749 6,549 6,549 6,549 ▲ 200

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 6,749 6,549 6,549 6,549 ▲ 200

事業
概要

地域と社会福祉施設との交流を促進するための地域開放型コニュニティ施設
（ナマステホール）の建設費及び借入金の償還金の一部を助成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ナマステホールを会場に地域と社会福祉施設との交流を促進する。

その他

実績　平成23年度　7,549,903円
　　　平成24年度　7,339,817円
　　　平成25年度　7,141,960円
       平成26年度  6,945,735円現状と

背景
平成9年建設
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 生活支援ハウス運営事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 8,165 8,305 8,305 8,305 140

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 714 240 240 240 ▲ 474

一般財源 7,451 8,065 8,065 8,065 614

事業
概要

独立して生活する事に不安のあるひとり暮らしの高齢者等が安心して生活がで
きる入居施設を提供する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

６０歳以上でひとり暮らしの高齢者等に生活の場を確保し、安心した生活が送
れるよう支援する。

その他

現状と
背景

社会福祉法人こうほうえんに運営委託している。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 軽度生活援助事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,046 1,736 1,736 1,736 ▲ 310

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 2,046 1,736 1,736 1,736 ▲ 310

事業
概要

高齢者が安心して在宅生活を送るよう支援するため、シルバー人材センターの
サービスを利用した場合、利用料の助成を行う。主な経費としては、決定通知
書の印刷代、シルバー人材センターへの事業委託料である。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

草取り、剪定、小規模な修繕等の介護保険サービスでは対応できない軽易な
生活援助を行い、在宅のひとり暮らし高齢者等の自立した生活の維持、継続を
図る。

その他
年間16時間を限度に利用料の半額を
助成。（平成21年度から）作業ごとに単
価設定あり。現状と

背景
平成26年度　　　登録者　　　458人
　　　　　　　　利用時間　　3517.5時間
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会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 鳥取県後期高齢者医療広域連合負担金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 381,345 406,671 410,314 ▲ 4,068 406,246 24,901

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 381,345 406,671 410,314 ▲ 4,068 406,246 24,901

事業
概要

　鳥取県後期高齢者医療広域連合が実施する後期高齢者医療給付に要する
費用について、12分の1を市町村が負担している。
　また、保険証発行・保険料賦課などを管理するシステムに要する費用など、
後期高齢者医療の運営に必要な経費を負担している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　高齢者の医療の確保に関する法律のほか、鳥取県後期高齢者医療広域連
合規約の定めるところにより、制度の運営に必要な経費を鳥取県後期高齢者
医療広域連合に負担し、安定的で円滑な制度運営を図る。

その他

現状と
背景

　後期高齢者医療制度の運営は、県内全市町村が加入する鳥取県後期高齢
者医療広域連合が行うが、各種申請書の受付など窓口業務は市町村が行って
います。
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会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 後期高齢者医療費特別会計繰出金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 95,363 96,936 96,936 96,936 1,573

財
源
内
訳

国 0

県 67,917 68,720 68,720 68,720 803

市債 0

その他 0

一般財源 27,446 28,216 28,216 28,216 770

事業
概要

　低所得者等に適用される保険料の軽減分を公費で補填するため、鳥取県よ
り県負担分（4分の3）を受け入れて、市負担分（4分の1）と合わせて後期高齢
者医療費特別会計に繰り出している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　高齢者の医療の確保に関する法律の定めるところにより、低所得者等に適用
される保険料の軽減分を公費で補填することにより、制度の財政基盤の安定化
を図る。

その他

現状と
背景

　後期高齢者医療制度の運営は、県内全市町村が加入する鳥取県後期高齢
者医療広域連合が行うが、各種申請書の受付など窓口業務は市町村が行って
いる。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 家庭介護用品購入費助成事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 270 231 231 231 ▲ 39

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 270 ▲ 270

一般財源 0 231 231 231 231

事業
概要

在宅の寝たきり高齢者、認知症の高齢者等を介護している家族に対し、介護の
負担軽減のために紙おむつ購入費を助成する。主な経費としては、おむつ券
印刷代、紙おむつ代購入助成費である。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

常時おむつが必要な方を在宅で介護している家族に対し、おむつの購入費を
助成する事により、介護者の負担を軽減する。

その他
対象者:要介護度３以下でおむつが必
要な方、介護している方共に市県民税
非課税世帯の方現状と

背景

１ヶ月　１，２００円助成

平成26年度　　登録者　　　　20人
　　　　　　　利用枚数　　 120枚
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 社会福祉法人利用者負担軽減事業補助金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 6,665 6,621 6,621 6,621 ▲ 44

財
源
内
訳

国 0

県 4,998 4,965 4,965 4,965 ▲ 33

市債 0

その他 0

一般財源 1,667 1,656 1,656 1,656 ▲ 11

事業
概要

介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割にかん
がみ、利用者負担の軽減を行うと市に申し出た場合、その軽減した額に対して
助成を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

介護保険サービス利用者で低所得の利用負担額の軽減措置事業を実施する
ことにより、サービスの円滑な利用を促進する。

その他

対象条件：市民税非課税世帯に属し、
年間収入が150万円（恩給等の非課税
年金も含み、世帯員1名が増えるごとに
50万円を加算した額）以下の者である
こと。かつ預貯金が350万円（世帯員1
名が増えるごとに100万円を加算した
額）以下であること等。

現状と
背景

対象者99人（平成26年度）
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 介護保険費特別会計繰出金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 479,877 497,362 487,398 2,103 489,501 9,624

財
源
内
訳

国 2,849 2,886 37

県 1,424 1,443

2,886

1,443 19

市債 0

その他 0

一般財源 475,604 497,362 483,069 2,103 485,172 9,568

事業
概要

介護給付費及び地域支援事業費の市負担分や事務経費など、介護保険制度
の円滑な運営ための繰出金。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

介護給付費及び地域支援事業費の市負担分や事務経費など、介護保険制度
の円滑な運営ための繰出金。

その他

現状と
背景

介護給付費繰出金、地域支援事業繰出金（介護予防事業）、地域支援事業繰
出金（包括的支援事業等）、職員給与費繰出金、事務費繰出金
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会計 一　般　会　計 所管課 財　政　課

款 民　生　費
事業名 地域福祉基金積立金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2 2 2 2 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 2 2 2 2 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

　高齢者福祉の推進のため、市民などからの寄附金等を、地域福祉基金に積
み立てるもの。当初予算では、基金の運用収入（預金利子）等を計上している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　高齢者福祉への指定寄附金などを地域福祉基金に積み立て、境港市での
地域の特性に応じた高齢者福祉対策等を積極的に推進する。

その他

現状と
背景

　境港市地域福祉基金は、高齢者福祉の推進を図るため平成３年度に設置し
ている。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者ふれあいの家事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 6,832 8,340 8,340 8,340 1,508

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 6,832 8,340 8,340 8,340 1,508

事業
概要

家にとじこもりがちな高齢者等を対象に、身近な集会所等において地域の援助
員などを中心にレクリエーションや軽体操を提供する事により、在宅生活を支
援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

介護予防のための体操やレクリエーションを行い、参加者同士の交流を深め、
在宅福祉の向上を図る。

その他

現状と
背景

各地区社会福祉協議会に委託している。
各地区社会福祉協議会への委託料は市と市社会福祉協議会が1/2ずつ支出
しているが、市社会福祉協議会の財政状況により、市社協支出分を平成27年
度は1/3、平成28年度は2/3、平成29年度からは全額、市が支出する。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 養護老人ホーム入所判定委員会費

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 18 18 18 18 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 18 18 18 18 0

事業
概要

家族等の支援のない地域で自立生活ができない経済的困窮者の生活状況を
総合的に判断し、施設入所の可否を決めるための養護老人ホーム入所判定委
員会を開催する事務費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

家族等の支援のない地域で自立生活ができない経済的困窮者の生活状況を
総合的に判断し、施設入所の可否を決めるための養護老人ホーム入所判定委
員会を開催する。

その他

現状と
背景

・開催状況
　平成26年度　2回
　平成25年度　3回
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 地域密着型サービス拠点整備事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 64,000 64,000 64,000 64,000

財
源
内
訳

国 0

県 0 64,000 64,000 64,000 64,000

市債 0

その他 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

介護保険の地域密着型サービスや介護施設等の適正な拠点整備を推進する
ため、国の交付金を活用して施設、設備の整備に関する助成を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常
生活を営むことができるよう、介護施設等の整備及び介護従事者の確保に関
する事業を支援する。

その他

現状と
背景

第６期境港市介護保険事業計画(平成２７年度～平成２９年度)において、小規
模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所（グルー
プホーム）を各１箇所整備することになっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 施設開設支援事業補助金

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 16,767 16,767 16,767 16,767

財
源
内
訳

国 0

県 0 16,767 16,767 16,767 16,767

市債 0

その他 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

小規模施設開設前の６か月間に要する経費について助成を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

施設の円滑な開設のため、開設準備に要する経費を助成する。

その他

現状と
背景

第６期介護保険事業計画(平成２７年度～平成２９年度)において、小規模多機
能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所（グループホー
ム）を各１箇所整備することになっている。



10

3

1

4

会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 老人保健費精算事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 17 17 17 17 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 17 17 17 17 0

事業
概要

平成22年度でなくなった老人保健費特別会計に係る、過年度分老人保健医
療費の支払い及び国、県、社会保険診療報酬支払基金負担金の精算。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

過年度分老人保健医療費の支払い及び国、県、社会保険診療報酬支払基金
負担金の精算。

その他

現状と
背景

平成20年3月で廃止となった老人保健医療費について、平成22年度で特別会
計を閉じ、一般会計で精算する。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 成年後見サポートセンター運営推進事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 687 687 687 687 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 687 687 687 687 0

事業
概要

後見成年制度の利用促進を図るため成年後見サポートセンターへ高齢者・障
がい者の権利擁護支援業務を委託する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 高齢者や障がい者が地域で安心して安全に生活していくためには、自らの
ニーズに基づき、保健、医療、介護等の各種サービスから必要なサービスを選
択し、尊厳を持って生活を送ることが重要となる。その実現のため当事者の権
利や財産を守り支援する成年後見制度の利用促進を目的とする。

その他 均等割 5%、人口割 75%、実績割 20%

現状と
背景

 認知症等により制度を活用する必要があるが、後見人を引き受ける親族がい
なかったり、後見制度を利用するにも後見報酬を支払うことが困難な場合があ
る。
一般社団法人権利擁護ネットワークほうきへ事業委託しており、相談件数、法
人後見等の増加により新規の受入れが困難な状況となっている。平成27年度
からは法人1名増員分と事務所使用料を追加で負担している。
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会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者見守りネットワーク構築事業

項 社会福祉費

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 577 640 640 640 63

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 577 640 640 640 63

事業
概要

地域の相互扶助機能を活用し、地域の見守り体制などの取り組みを支援。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

地域での声かけによる安否確認等の見守り体制を整えることにより、高齢者が
地域でより安心して暮らせる体制を構築する。

その他

現状と
背景

平成24年度に渡・上道地区で自治会を中心とした見守り組織を立ち上げ、26
年度は外江地区で組織の立ち上げ、平成27年度からは竹内町自治会が見守
り活動に取り組んでいる。


